
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年８月12日

【四半期会計期間】 第78期第１四半期（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

【会社名】 持田製薬株式会社

【英訳名】 Mochida Pharmaceutical Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　持田　直幸

【本店の所在の場所】 東京都新宿区四谷一丁目７番地

【電話番号】 ０３（３３５８）７２１１（代表）

【事務連絡者氏名】 経理部長　　竹田　雅好

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区四谷一丁目７番地

【電話番号】 ０３（３３５８）７２１１（代表）

【事務連絡者氏名】 経理部長　　竹田　雅好

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
 

EDINET提出書類

持田製薬株式会社(E00947)

四半期報告書

 1/22



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第77期

第１四半期連結
累計期間

第78期
第１四半期連結

累計期間
第77期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 （百万円） 20,427 22,642 87,252

経常利益 （百万円） 2,565 4,419 11,909

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,920 3,199 7,544

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,266 3,714 8,860

純資産額 （百万円） 95,072 100,888 98,670

総資産額 （百万円） 126,552 130,513 127,557

１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 95.65 161.11 377.27

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 75.1 77.3 77.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間における国内経済は、景気の緩やかな回復基調が続いているものの、海外景気の下振

れリスクが懸念される等、依然として先行きが不透明な状況で推移しました。医薬品業界では、社会保障費財源確

保の問題を背景とする薬剤費抑制政策が継続的に推し進められるなか、企業間競争も加速しており、引き続き厳し

い事業環境にあります。

　このような状況下、当第１四半期連結累計期間における当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）は前期

に引き続き、グループ経営体制の整備、人員の適正化、全社的な生産性の向上への取り組みなど、経営全般にわた

る業務改革を推進いたしました。医薬品関連事業では、重点領域の循環器、産婦人科、皮膚科、救急、及び精神科

にリソースを集中し、スペシャリティファーマを目指して、主力製品を中心とした学術情報提供活動を積極的に展

開いたしました。また、ヘルスケア事業は、敏感肌のための基礎化粧品のエキスパートとして事業活動を行い、

マーケティングの強化に努め市場開拓を図ってまいりました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、226億４千２百万円、前年同期比10.8％の増収となりまし

た。

　利益面につきましては、医薬品関連事業の売上高増に伴う売上総利益の増加と、販売費及び一般管理費が前年同

期を下回ったことにより、営業利益は43億１千５百万円で前年同期比75.4％の増益、経常利益は44億１千９百万円

で前年同期比72.3％の増益、親会社株主に帰属する四半期純利益は31億９千９百万円で前年同期比66.6％の増益と

なりました。

　各事業部門の業績は次のとおりであります。

１．医薬品関連事業

　高脂血症・閉塞性動脈硬化症治療剤「エパデール」及び持続性Ca拮抗降圧剤「アテレック」等が前年同期売上高

を下回りましたが、抗うつ剤「レクサプロ」、子宮内膜症治療剤「ディナゲスト」、慢性疼痛・抜歯後疼痛治療剤

「トラムセット」及びバイオ後続品を含む後発品等が前年同期売上高を上回り、売上高は216億６千万円、前年同

期比11.1％の増収となりました。

２．ヘルスケア事業

　市場成長が鈍化傾向にあり、また競争も激化しているなかで、抗真菌剤配合シャンプー・リンス等の抗菌ケア製

品「コラージュフルフルシリーズ」が堅調に推移し、売上高は９億８千１百万円、前年同期比5.0％の増収となり

ました。

 

（２）財政状態の状況

　当社グループの当第１四半期連結会計期間末の総資産は、1,305億１千３百万円となり、前連結会計年度末比で

29億５千６百万円増加いたしました。

　資産の増加は、主に棚卸資産が減少しましたが、現金及び預金や時価上昇により投資有価証券が増加したためで

す。負債・純資産の増加は、主に配当金の支払による利益剰余金の減少がありましたが、未払法人税等の増加や親

会社株主に帰属する四半期純利益により利益剰余金が増加したためです。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。
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Ⅰ．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下、「基本方針」といいます）

 当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として、①当社及び当社グループが1913年の創業以来

蓄積してきた研究開発・製造・販売等の各分野における専門知識・経験・ノウハウ、これらを担う従業員、当社

及び当社グループの取引先・顧客・従業員・地域社会その他の利害関係者との間に築かれた信頼関係、高品質な

医薬品等の供給能力、良好な財務体質、その他の当社の企業価値の様々な源泉、②長期的な視野のもとに継続的

かつ安定的に医薬品等の研究開発、高品質な医薬品等の製造販売、適正使用情報の提供・管理等を実施・推進す

ることが不可欠であること等の当社及び当社グループの事業特性を十分に理解し、上記①及び②に基づく適切な

経営方針、事業計画等の立案・実施を通じ、当社の企業価値及び株主共同の利益を中長期的に確保・向上させる

者が望ましいと考えております。

 もっとも、当社の支配権の移転を伴う買付行為を受け入れるか否かを含め、当社を支配する者の在り方は、最

終的には株主により決定されるべきであると考えております。また、株主が当該買付行為を受け入れるか否かの

判断を適切に行うためには、当該買付者から一方的に提供される情報のみならず、現に当社の経営を担っている

当社取締役会から提供される情報及び当該買付行為に対する当社取締役会の評価・意見等も含めた十分な情報が

提供されることが不可欠であると考えております。

 他方、当該買付行為の中には、株主に株式の売却を強要するおそれがあるもの、株主が当該買付行為を受け入

れるか否かを検討し、当社取締役会が当該買付行為を評価検討し、必要に応じ当該買付者との間で条件改善につ

いて交渉し、代替案を提示するための十分な時間・情報が確保できないもの等、当社の企業価値及び株主共同の

利益を著しく毀損するおそれのあるものもあります。

　当社は、このような買付行為又はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配す

る者として不適切であると考えます。

 

Ⅱ．基本方針の実現に資する特別な取組み

１．中期経営計画等

当社は、1913年の創業以来「先見的独創と研究」の理念を掲げ、独創的な医薬品の研究開発活動を中心とし

た総合健康関連企業を志向して参りました。当社がその企業価値を向上させるためには、医薬品等の研究開

発、高品質な医薬品等の製造販売、適正使用情報の提供・管理等を長期的な視野のもとに継続的かつ安定的に

実施・推進することが不可欠であり、1913年の創業以来蓄積された専門知識・経験・ノウハウ及び国内外の取

引先・顧客・従業員・地域社会その他の利害関係者との間に築かれた信頼関係等を適切に維持することが不可

欠です。

平成27年４月１日に公表いたしました2015年度～2017年度の中期経営計画においては、総合健康関連企業グ

ループとして研究・開発から製造・販売までのグループ総合力を結集し、医療ニーズ・健康ニーズに応えるこ

とにより、持続的成長に向けた安定的収益基盤を確立するという中期経営計画方針のもと、（１）営業力強化

による新薬等への注力、（２）戦略的なリソースコントロールの強化、（３）次世代の柱構築のための継続的

な投資を表明し、企業価値の向上に努めております。

また、当社は、株主に適切な利益還元を行うことを重要な経営課題と捉えており、今後の成長戦略、収益状

況等を総合的に判断して、内部留保の充実と利益還元のバランスを勘案しつつ、配当方針を決定して参りま

す。内部留保については、研究開発、設備投資、企業提携等に有効に活用して参ります。また、自己の株式の

取得については、経営環境の変化に機動的に対応するため、取締役会決議で実施できる体制をとっており、積

極的に実施いたします。

 

２．コーポレート・ガバナンスの充実、コンプライアンスの徹底

　当社は、コーポレート・ガバナンスの充実及びコンプライアンスの徹底を当社グループ全体の経営の軸とし

て、ステークホルダーの信頼と期待に応え、当社グループの企業価値の向上に努めております。当社は、コー

ポレート・ガバナンスの充実策の一環として、重要な経営の意思決定に当たっては経営政策会議の充分な議論

の結果をもとに、毎週開催される常務会及びグループ経営会議において意思決定を行っております。また、取

締役会の機能を経営意思決定と業務執行監督とに明確化し、経営意思決定と業務執行の迅速化を目的として、

執行役員制を導入しております。また、当社は、コンプライアンスの徹底策として、「持田製薬グループ行動

憲章」を制定し、社外有識者を含めた倫理委員会を定期的に開催すると共に、当社グループの従業員を対象に

倫理研修を定期的に実施しており、今後も継続してコンプライアンスの徹底に努めて参ります。更に、ＣＳＲ

（企業の社会的責任）につきましては、各所轄部門において鋭意取り組み中でありますが、当社グループ全体

の推進母体としてＣＳＲ推進委員会を設置しており、近年の社会的要請に更に応えて参ります。
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Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み（当社株式の大規模買付行為に関する対応方針）（以下、「本対応方針」といいます）

 

平成25年６月27日開催の当社定時株主総会において承認された本対応方針は、以下のとおりであります。

 

１．本対応方針の目的

　現状において、当社は主要な株主とは良好な関係にあると共に、当社のＰＢＲ、安定株主比率等の指標は比

較的高水準であるものの、これらの状況・指標は流動的であると共に、現在の法制度の下においては、当社の

企業価値及び株主共同の利益を著しく損なう大規模買付行為がなされる可能性が否定できない状況にあると認

識しております。本対応方針はこのような認識を踏まえ、上記Ⅰに記載の基本方針に照らして不適切な者に

よって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして決定したものです。

当社取締役会は、特定株主グループ（注１）の議決権割合（注２）を20％以上とすることを目的とする当社株

券等（注３）の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となるような当社株券等

の買付行為（いずれも事前に当社取締役会が同意したものを除くものとし、また市場取引、公開買付け等の具

体的な買付方法の如何を問いません。このような買付行為を「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を行

う者及び行おうとする者を「大規模買付者」といいます）に際し、株主に対し必要かつ十分な情報が提供され

るよう、以下のとおり、大規模買付行為に関するルール（以下、「大規模買付ルール」といいます）を定める

ことといたしました。大規模買付ルールは、株主に対し、大規模買付行為を受け入れるか否かについて適切な

判断をするための必要かつ十分な情報・時間を提供し、大規模買付者との交渉力を確保するものであり、当社

の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に資するものであると考えます。

 

２．取締役の判断の合理性・公正性を担保するための特別委員会の利用

（１）特別委員会の設置

　大規模買付ルールに従って一連の手続が進行されたか否か、及び大規模買付ルールが遵守された場合でも

大規模買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく損なうものであることを理由として株式又は

新株予約権の発行、株式又は新株予約権の無償割当て等、会社法その他の法令及び当社定款により許容され

る措置（以下、「対抗措置」といいます）を発動するか否かについて、当社取締役会の判断の合理性・公正

性を担保するため、当社は、（注４）に概要を記載する特別委員会規則に従い、業務執行を行う経営陣から

独立した社外取締役及び社外監査役により構成される特別委員会を設置いたしました。特別委員会の当初の

委員は、社外取締役釘澤　知雄並びに社外監査役石川　清隆及び渡辺　宏の計３名といたしました。

 

（２）特別委員会への諮問、特別委員会の勧告の尊重

　本対応方針に基づき当社取締役会が対抗措置を発動する場合には、その判断の合理性及び公正性を担保す

るために、当社取締役会は対抗措置の発動に先立ち、特別委員会に対し対抗措置の発動の是非について諮問

し、特別委員会は大規模買付ルールが遵守されているか否か、対抗措置の必要性及び相当性等を十分検討し

た上で対抗措置の発動の是非について勧告を行うものとします。大規模買付ルールが遵守された場合におい

ても大規模買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく損なうものであることを理由として対抗

措置を発動するか否かについて、特別委員会が適切と判断する場合には、株主総会の決議を経ることを当社

取締役会に対し勧告することができるものとします。特別委員会の勧告内容については、その概要を適時適

切に株主に開示いたします。

　当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際し、特別委員会の勧告を最大限尊重するものとし

ます。

 

３．大規模買付ルールの内容

（１）意向表明書の提出

　大規模買付者には、大規模買付行為の実行に先立ち、まず当社宛に、大規模買付ルールに従う旨の「意向

表明書」を提出いただきます。意向表明書には、大規模買付者の①名称、住所、②設立準拠法、③代表者の

氏名、④国内連絡先、⑤提案する大規模買付行為の概要及び⑥大規模買付ルールに従う旨の誓約の記載を要

します。
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（２）大規模買付情報の提出

　当社は、上記（１）の意向表明書受領後10営業日以内に、株主の判断及び当社取締役会の評価検討のため

に提出されるべき必要かつ十分な情報（以下、「大規模買付情報」といいます）のリストを大規模買付者に

交付します。提出された情報だけでは大規模買付情報として不十分と考えられる場合には、追加情報の提供

を要請することがあります。なお、大規模買付情報の具体的内容は大規模買付者の属性及び大規模買付行為

の内容によって異なりますが、一般的な項目の一部は、以下のとおりです。また、大規模買付行為の提案が

あった事実及び大規模買付情報は、速やかに特別委員会に提出すると共に、当社取締役会が株主の判断に必

要であると判断した場合又は適用ある法令、金融商品取引所規則等に従い株主に開示が必要であると判断し

た場合には、その全部又は一部を開示いたします。

① 大規模買付者及びそのグループ（共同保有者、特別関係者及び（ファンドの場合）組合員その他の構成

員を含みます）の詳細（名称、事業内容、経歴又は沿革、資本構成、財務内容、役員の経歴等、過去の

企業買収の経緯及びその結果、当社及び当社グループの事業と同種の事業についての経験、過去の法令

違反等の有無及び内容等に関する情報を含みます）

② 大規模買付行為の目的、方法及び内容（買付対価の種類・価額、買付時期、関連する取引の仕組み、買

付方法の適法性、大規模買付行為の実現可能性、買付完了後に当社株券等が上場廃止となる見込みがあ

る場合にはその旨、その理由等を含みます）

③ 大規模買付行為に際しての第三者との間における意思連絡の有無及び意思連絡が存する場合にはその内

容

④ 買付対価の算定根拠（算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定に用いた数値情報並びに大規模買

付行為に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容及びその算定根拠を含みます）

⑤ 買付資金の裏付け（大規模買付者に対する資金の提供者（実質的提供者を含みます）の名称、調達方

法、関連する取引の内容等を含みます）

⑥ 大規模買付行為完了後に意図する当社及び当社グループの経営者候補（当社及び当社グループの事業と

同種の事業についての経験等に関する情報を含みます）、経営方針、事業計画、資本政策、配当政策そ

の他の計画

⑦ 大規模買付行為完了後に意図する当社及び当社グループの企業価値を持続的かつ安定的に向上させるた

めの施策及びその根拠

⑧ 当社及び当社グループの取引先・顧客・従業員・地域社会その他の利害関係者と当社及び当社グループ

との関係に関し、大規模買付行為完了後に予定する変更の有無及びその内容

⑨ その他特別委員会が合理的に必要と判断する情報

 

（３）当社取締役会による評価検討

　当社取締役会は、大規模買付行為の評価検討の難易度に応じて、大規模買付者が当社取締役会に対し大規

模買付情報の提供を完了した後、対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社株券等の全ての買付

けの場合には原則として最長60日間、その他の大規模買付行為の場合には原則として最長90日間を、当社取

締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のための期間（以下、「取締役会評価期間」とい

います）として確保する必要があると考えております。但し、当社取締役会は、特別委員会に諮問し、その

勧告を最大限尊重のうえ、当該評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案等に必要とされる合理的な範囲

で、取締役会評価期間を30日間を限度として延長できるものとします。なお、当社取締役会は、大規模買付

情報の提供が完了した場合には、速やかにその旨及び取締役会評価期間が満了する日を開示いたします。ま

た、取締役会評価期間を延長する場合には、延長期間とその理由を速やかに開示いたします。

　取締役会評価期間中、当社取締役会は、特別委員会に諮問し、また、適宜必要に応じて外部専門家等の助

言を得ながら、大規模買付情報を十分に評価検討し、特別委員会の勧告を最大限尊重のうえ、当社取締役会

としての意見を取りまとめ、株主に開示します。また、必要に応じて、大規模買付者との間で大規模買付行

為に関する条件改善について交渉し、当社取締役会として株主へ代替案を提示することもあります。

　従って、大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後（当社取締役会が下記４（２）なお書に従い株主

総会の決議を経ることを決定した場合には当該手続終了後）にのみ開始されるべきものとします。
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４．大規模買付行為がなされた場合の対応方針

（１）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、当社取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊

重のうえ、当社の企業価値及び株主共同の利益を守ることを目的として必要かつ相当な範囲内で、対抗措置

を発動し、大規模買付行為に対抗することがあります。具体的な対抗措置については、その時点で相当と認

められるものを選択することになります。

　当社取締役会が具体的な対抗措置として新株予約権の無償割当てを行う場合の概要は、（注５）に記載の

とおりです。

 

（２）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に大規模買付行為に反対で

あったとしても、意見の表明、代替案の提示、株主への説得等に留め、原則として、大規模買付行為に対す

る対抗措置は発動しません。但し、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、大規模買付行為

が、例えば以下の①から⑧のいずれかに該当し、当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく損なうと判断

される場合には、当社取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重のうえ、当社の企業価値及び株主共同の

利益を守ることを目的として必要かつ相当な範囲内で、対抗措置を発動することがあります。

① 真に当社の経営に参加する意思なく、高値で当社株式を当社又は当社関係者に引き取らせる目的で当社

株式の買付けを行っていると判断される場合

② 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業上必要な資産（ノウハウ、営業秘密等を含む）、取引関係

等を大規模買付者、そのグループ会社等に移譲させる目的で当社株式の買付けを行っていると判断され

る場合

③ 当社の資産を大規模買付者、そのグループ会社等の債務の担保、弁済原資等として流用する目的で当社

株式の買付けを行っていると判断される場合

④ 当社の経営を一時的に支配して、一時的な高配当をさせる目的又は一時的高配当による株価の急上昇時

に当社株式の高値売り抜けをする目的で当社株式の買付けを行っていると判断される場合

⑤ 強圧的二段階買収（最初の買付けで全株式の買付けを勧誘せず、２回目以降の買付条件を不利に設定

し、又は明確にしないで、公開買付け等の買付けを行うことをいいます）等、事実上、当社株主に株式

の売却を強要するおそれがあると判断される場合

⑥ 買付条件（買付対価の種類・価額、買付時期、関連する取引の仕組み、買付方法、大規模買付行為の実

現可能性、買付後の経営方針・事業計画及び買付後における当社の取引先・顧客・従業員・地域社会そ

の他の利害関係者に対する対応方針等を含みます）が当社の本源的価値に鑑み著しく不十分又は不適切

と判断される場合

⑦ 大規模買付者による支配権取得により、当社株主をはじめ、取引先・顧客・従業員・地域社会その他の

利害関係者との関係その他の当社の企業価値の源泉を破壊すること等により、当社の企業価値の著しい

毀損が予想され、又は当社の企業価値の維持及び向上を著しく妨げるおそれがあると合理的な根拠を

もって判断される場合

⑧ 大規模買付者が公序良俗の観点から当社の支配株主として著しく不適切と判断される場合

 

　なお、当社取締役会は、特別委員会が上記２（２）に従い株主総会の決議を経ることを勧告した場合、又

は必要な時間等を勘案したうえ取締役会が善管注意義務に照らし株主総会の決議を経ることが適切と判断す

る場合には、株主総会の決議を経ることとします。

 

（３）当社取締役会による再検討（対抗措置の発動の中止等）

　当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かについて決定した後であっても、大規模買付者が大規模買付

行為の撤回又は変更を行った場合等、当該決定の前提となった事実関係に変動が生じた場合には、改めて特

別委員会に諮問し、その勧告を最大限尊重のうえ、対抗措置の発動、中止又は変更に関する決定を行うこと

ができます。この場合、特別委員会が必要と認める事項を含め、適時適切な開示を行います。
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５．本対応方針の有効期間、変更及び廃止

　本対応方針の有効期間は、平成25年６月27日から平成28年６月開催予定の当社定時株主総会の終結時までと

なっております。但し、有効期間の満了前であっても、当社株主総会又は当社取締役会において本対応方針を

廃止する旨の決議がなされた場合には、本対応方針は廃止されるものとします。また、当社取締役会は、本対

応方針の有効期間中であっても、関係法令の改正、司法判断の動向及び金融商品取引所その他の公的機関の対

応等を踏まえ、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上の観点から必要と判断した場合には、特別委

員会の承認を得たうえ、株主総会の承認の趣旨の範囲内で本対応方針を変更する場合があります。本対応方針

の変更又は廃止については、速やかに株主にお知らせします。

 

６．法令の改正等による修正

　本対応方針で引用する法令の規定は、平成25年５月13日現在施行されている規定を前提としており、同日以

後、法令の新設又は改廃により、各項に定める条項又は用語の意義等に修正を加える必要が生じた場合には、

当該新設又は改廃の趣旨を考慮のうえ、当該条項又は用語の意義等を適宜合理的に読み替えるものとします。

 

７．株主及び投資家に与える影響等

（１）本対応方針が株主及び投資家に与える影響等

　本対応方針は、上記１に記載のとおり、株主に対し、大規模買付行為を受け入れるか否かについて適切な

判断をするための必要かつ十分な情報・時間を提供し、大規模買付者との交渉力を確保するものであり、当

社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に資するものであると考えます。

　なお、上記４に記載のとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか否かにより大規模買付行為

に対する当社の対応が異なりますので、株主及び投資家におかれましては、大規模買付者の動向にご注意く

ださい。

 

（２）対抗措置発動時に株主及び投資家に与える影響

　当社取締役会が具体的な対抗措置を発動することを決定した場合には、適用ある法令、金融商品取引所規

則等に従って、適時適切な開示を行います。

　対抗措置の発動時には、大規模買付者等以外の株主が法的又は経済的に格別の損失を被る事態は想定して

おりません。

　対抗措置の一つとして新株予約権の無償割当てを行う場合は、大規模買付者等以外の株主は引受けの申込

みを要することなく、その保有する当社株式数に応じて当該新株予約権の割当てを受け、また当社が当該新

株予約権の取得の手続をとることにより、当該新株予約権の行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社

による当該新株予約権の取得の対価として当社株式を受領することになるため、申込み、払込み等の手続は

必要となりません。これらの手続の詳細については、実際にこれらの手続が必要となった際に、適時適切な

開示を行います。なお、特別委員会の勧告を受けて、当社取締役会が新株予約権の無償割当ての中止又は新

株予約権の無償割当て後に当該新株予約権の無償取得（当社が当該新株予約権を無償で取得することによ

り、株主は当該新株予約権を失います）を行う場合には、１株当たりの株式の価値の希釈化は生じないた

め、当社株式の価値の希釈化が生じることを前提にして売買等を行った株主又は投資家は、株価の変動によ

り不測の損害を被る可能性があります。
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Ⅳ．上記Ⅱ及びⅢの取組みが基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的

とするものでないことに関する取締役会の判断及びその理由

１．基本方針の実現に資する特別な取組みについて

　上記Ⅱに記載の当社の中期経営計画その他の取組みは、当社の企業価値及び株主共同の利益を確保し、向上

させることを直接目的とするものであり、結果として基本方針の実現に資するものです。

　従って、当該取組みは基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員の地

位の維持を目的とするものではございません。

 

２．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み（本対応方針）について

　当社は、下記の理由により、本対応方針が基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致し、当社の会社役

員の地位の維持を目的とするものでないと考えております。

（１）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって決定されていること

　本対応方針は、上記Ⅲ１に記載のとおり、株主に対し、大規模買付行為を受け入れるか否かについて適切

な判断をするための必要かつ十分な情報・時間を提供し、大規模買付者との交渉力を確保するものであり、

当社の株主共同の利益に資するものであると考えます。

 

（２）合理的な客観的要件の設定

　本対応方針における対抗措置は、上記Ⅲ４に記載のとおり、合理的な客観的要件が充足されない限り発動

されないため、当社取締役会による恣意的な発動を防止する内容となっています。

 

（３）株主の意思の尊重・反映

　当社は平成25年６月27日開催の当社定時株主総会において本対応方針を議案として諮り、株主の承認を受

けております。また、本対応方針の有効期間の満了前であっても、当社株主総会又は当社取締役会におい

て、本対応方針を廃止又は変更する旨の決議がなされた場合、本対応方針はその時点で廃止又は変更される

こととされており、本対応方針に対する株主の意思が反映されることとなっております。

 

（４）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

　本対応方針における対抗措置の発動の是非に関する実質的な判断は、独立性の高い社外者のみから構成さ

れる特別委員会により行われることとされています。また、その判断の概要については株主に開示いたしま

すので、当社の企業価値及び株主共同の利益に資するよう本対応方針の透明な運用が確保される仕組みと

なっています。

 

（５）デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策でないこと

　上記Ⅲ５に記載のとおり、本対応方針は、当社株主総会又は当社取締役会の決議で廃止することができる

ため、いわゆるデッドハンド型の買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止

できない買収防衛策）ではありません。また、当社は、取締役任期を１年とし、期差任期制を採用していな

いため、本対応方針はスローハンド型の買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができない

ため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

 

（注1） 特定株主グループとは、（ⅰ）当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をい

います）の保有者（同法第27条の23第１項に規定する保有者をいい、同条第３項に基づき保有者に含ま

れる者を含みます）及びその共同保有者（同法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第

６項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます）又は、（ⅱ）当社の株券等（同法第27条の２第１

項に規定する株券等をいいます）の買付け等（同法第27条の２第１項に規定する買付け等をいい、取引

所金融商品市場において行われるものを含みます）を行う者及びその特別関係者（同法第27条の２第７

項に規定する特別関係者をいいます）を意味します。
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（注2） 議決権割合とは、（ⅰ）特定株主グループが（注1）の（ⅰ）の場合には、当該保有者の株券等保有割合

（金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該

保有者の共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます）も加算するものと

します）又は、（ⅱ）特定株主グループが（注1）の（ⅱ）の場合には、当該買付者及び当該特別関係者

の株券等保有割合（同法第27条の２第８項に規定する株券等所有割合をいいます）の合計をいいます。

なお、各株券等保有割合の算出に当たっては、総議決権の数（同法第27条の２第８項に規定するものを

いいます）及び発行済株式の総数（同法第27条の23第４項に規定するものをいいます）は、有価証券報

告書、四半期報告書及び自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参照することができる

ものとします。

 

（注3） 株券等とは、金融商品取引法第27条の２第１項又は同法第27条の23第１項に規定する株券等を意味しま

す。

 

（注4） 特別委員会規則の概要

１．特別委員会の委員は３名以上とし、業務執行を行う当社経営陣から独立した当社社外取締役及び当社社

外監査役に該当する者から選任する（当初の委員を除き、当社取締役会が選任する）。

２．特別委員会の委員の任期は平成28年６月開催予定の定時株主総会の終結時までとする。当社社外取締役

又は当社社外監査役であった特別委員会の委員が、当社社外取締役又は当社社外監査役でなくなった場

合（再任された場合を除く）には、特別委員会の委員としての任期も同時に終了する。

３．特別委員会は、次の（１）から（３）に定める事項について決定し、当該決定内容を理由を付して当社

取締役会に対して勧告すると共に、本対応方針において特別委員会が行うことができると定められた事

項を行う。なお、特別委員会の各委員及び当社各取締役は、本対応方針に基づく判断、決定、勧告等に

あたっては、専ら当社の企業価値及び株主共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要

し、自己又は当社の経営陣の個人的利益を図ることを目的としてはならない。

（１）本対応方針に従った新株予約権の無償割当てその他の対抗措置の発動の是非

（２）本対応方針に従った新株予約権の無償割当てその他の対抗措置の中止（当該新株予約権の無償取得

を含む）

（３）その他当社取締役会が判断すべき事項のうち、当社取締役会が特別委員会に諮問した事項

４．特別委員会は、大規模買付者に対し、提出された情報が大規模買付情報として不十分であると判断した

場合には、追加的に情報の提供を求めることができるものとする。また、特別委員会は、大規模買付情

報が提供された場合、当社取締役会に対しても、所定の期間内に、大規模買付行為の内容に対する意見

及び根拠資料、代替案その他特別委員会が適宜必要と認める情報の提供を求めることができる。

５．特別委員会は、必要な情報収集を行うため、当社の取締役、監査役、従業員その他特別委員会が必要と

認める者の出席を要求し、説明を求めることができる。

６．特別委員会は、当社の費用で、独立した第三者（投資銀行、証券会社、ファイナンシャル・アドバイ

ザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む）の助言を得ることができる。

７．特別委員会の各委員及び当社取締役会は、大規模買付行為がなされた場合その他いつでも必要に応じ特

別委員会を招集することができる。

８．特別委員会の決議は、原則として、特別委員会の委員全員が出席し、その過半数をもってこれを行う。

但し、委員に事故があるときその他やむを得ない事由があるときは、特別委員会委員の過半数が出席

し、その議決権の過半数をもってこれを行うことができる。

 

（注5） 新株予約権の無償割当てを行う場合の概要

１．割当対象株主及び割当方法

　当社取締役会にて定める割当期日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、その所有する当

社普通株式（但し、当社の所有する当社普通株式を除く）１株につき１個の割合で新たに払込みをさせ

ないで新株予約権を割当てる。

２．新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的となる株式の

数は１株とする。但し、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、所要の調整を行うものとし、調整

の結果生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。

３．割当てる新株予約権の総数

　当社取締役会が定める割当期日における最終の当社普通株式の発行可能株式総数から当社普通株式の

発行済株式総数（当社の所有する当社普通株式を除く）を減じた株式数を上限とする。当社取締役会

は、複数回にわたり新株予約権の無償割当てを行うことがある。
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４．新株予約権の行使に際して出資される財産及びその価額

　新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は当社普通株式１株当たり金１円以

上で当社取締役会が定める額とする。

５．新株予約権の譲渡制限

　新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要するものとする。

６．新株予約権の行使条件

　大規模買付者を含む特定株主グループや当該特定株主グループから新株予約権を当社取締役会の承認

を得ずに譲受けもしくは承継した者でないこと等を行使の条件として定める（詳細については、当社取

締役会において別途定める）。

７．当社による新株予約権の取得

（１）当社は、当社取締役会が定める日が到来することをもって、新株予約権の行使が認められない者以

外の者が所有する前営業日までに未行使の新株予約権を取得し、これと引換えに、新株予約権１個

につき、対象株式数の当社普通株式を交付することができる。

（２）当社は、新株予約権の行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が新株予約権を取得すること

が適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が定める日が到来することをもっ

て、全ての新株予約権を無償で取得することができる。

８．新株予約権の行使期間等

　新株予約権の無償割当ての効力発生日、行使期間その他必要な事項については、当社取締役会におい

て別途定めるものとする。

 

（４）研究開発活動

当社グループは、社是「先見的独創と研究」を実践し、独創的な新薬の創製を目指す一方、国内外企業との研究

開発提携を積極的に推進し、医家向医薬品を中心に、研究開発活動を展開しております。

当第１四半期連結累計期間の研究開発費は23億３千１百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 21,100,000 21,100,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 21,100,000 21,100,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 21,100 － 7,229 － 1,871

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）（注）１ 普通株式   1,240,300 － －

完全議決権株式（その他）   （注）２ 普通株式  19,677,800 196,778 －

単元未満株式 普通株式     181,900 －
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数 21,100,000 － －

総株主の議決権 － 196,778 －

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の1,240,300株は、全て当社所有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が900株（議決権の数９

個）及び株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が200株（議決権の数

２個）含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

持田製薬株式会社
東京都新宿区四谷

一丁目７番地
1,240,300 － 1,240,300 5.88

計 － 1,240,300 － 1,240,300 5.88

　（注）１．上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が200株（議決権の

数２個）あります。

なお、当該株式は、「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含めております。

２．当第１四半期会計期間末の自己株式数は、1,241,200株となっております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　　第77期連結会計年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

　　第78期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間　　　新日本有限責任監査法人
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 31,016 34,156

受取手形及び売掛金 26,002 26,256

有価証券 11,339 11,339

商品及び製品 12,433 12,161

仕掛品 1,932 1,577

原材料及び貯蔵品 4,424 4,410

繰延税金資産 2,598 3,172

その他 2,158 1,819

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 91,904 94,894

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,695 6,600

機械装置及び運搬具（純額） 2,444 2,466

土地 6,093 6,093

その他（純額） 1,388 1,426

有形固定資産合計 16,622 16,587

無形固定資産 509 482

投資その他の資産   

投資有価証券 12,628 13,151

繰延税金資産 1,585 1,272

その他 4,306 4,125

投資その他の資産合計 18,520 18,549

固定資産合計 35,652 35,619

資産合計 127,557 130,513

 

EDINET提出書類

持田製薬株式会社(E00947)

四半期報告書

15/22



 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,762 7,395

電子記録債務 2,482 2,382

短期借入金 500 500

未払法人税等 393 1,740

賞与引当金 2,515 1,139

その他の引当金 835 665

その他 7,954 9,531

流動負債合計 22,443 23,354

固定負債   

退職給付に係る負債 5,732 5,682

その他 710 587

固定負債合計 6,443 6,270

負債合計 28,886 29,625

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,229 7,229

資本剰余金 1,871 1,871

利益剰余金 91,884 93,594

自己株式 △6,261 △6,269

株主資本合計 94,723 96,426

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 4,687 5,127

退職給付に係る調整累計額 △740 △665

その他の包括利益累計額合計 3,947 4,462

純資産合計 98,670 100,888

負債純資産合計 127,557 130,513
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 20,427 22,642

売上原価 7,760 8,860

売上総利益 12,667 13,782

返品調整引当金戻入額 12 2

差引売上総利益 12,679 13,784

販売費及び一般管理費 10,218 9,468

営業利益 2,460 4,315

営業外収益   

受取利息 4 3

受取配当金 70 97

その他 45 28

営業外収益合計 119 129

営業外費用   

支払利息 5 3

支払手数料 5 5

為替差損 － 10

その他 4 5

営業外費用合計 14 25

経常利益 2,565 4,419

特別利益   

投資有価証券売却益 － 156

特別利益合計 － 156

特別損失   

固定資産除売却損 1 1

特別損失合計 1 1

税金等調整前四半期純利益 2,564 4,574

法人税等 643 1,374

四半期純利益 1,920 3,199

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,920 3,199
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益 1,920 3,199

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 322 440

退職給付に係る調整額 23 74

その他の包括利益合計 345 515

四半期包括利益 2,266 3,714

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,266 3,714
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結

累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 696百万円 655百万円

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 1,857 92.50 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,489 75.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

当社グループの報告セグメントは、医薬品関連事業のみであるため、セグメント情報の記載を省略しており

ます。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額  95.65円 161.11円

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利

益金額
　（百万円） 1,920 3,199

普通株主に帰属しない金額 　（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属

する四半期純利益金額
　（百万円） 1,920 3,199

普通株式の期中平均株式数 　（千株） 20,082 19,858

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月11日

持田製薬株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 矢崎　弘直　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 冨田　哲也　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 飯田　昌泰　　印

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている持田製薬株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、持田製薬株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

その他の事項

　会社の平成27年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間に係

る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査

が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成26年８月７日付けで無限定の結論を表明してお

り、また、当該連結財務諸表に対して平成27年６月26日付けで無限定適正意見を表明している。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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